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研究成果の概要（和文）：本研究は、韓国におけるジェンダー主流化の取り組みやその政策執行機構として設置された
ナショナル・マシナリーの役割を分析した。韓国では2000年代に「女性部（日本の省レベル）」が設置され、その後「
女性家族部」に発展した。しかし、予算、規模、人員、組織の安定性から見て、国の政策全般にジェンダー視点を盛り
込むために必要な権限や十分な資源が与えられているとは言い難い。また、管轄の政策も少ないため、政権の変化によ
って廃止や縮小の対象になりかねない脆弱性を持つことが明らかになった。保守政権の下では大きく縮小され廃止の危
機に追い込まれたが、女性大統領を掲げた現朴大統領の下では過去最大規模となった。

研究成果の概要（英文）：This study examines the role of national machinery in gender mainstreaming policie
s in South Korea. The UN women's conference in 1995 proposed that national government set up a national le
vel policy agency to oversee and support gender mainstreaming of all national policies. Following this pro
posal, South Korea established the Ministry of Gender Equality in 2001, then expanded to the Ministry of G
ender Equality and Family in 2004. Yet the Ministry of Gender Equality and Family is not equipped with nec
essary authority, professional staff or enough resources to implement the task. It is also vulnerable to t
he change of government and political environment. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
1995 年北京で開催された第 4 回国連世界

女性会議では、ジェンダー平等を促進する新
しいグローバル戦略として「ジェンダー主流
化」を採択した。当時に、各国のジェンダー
主流化の実効性を担保するために、政策決定
過程のモニタリングや部署間の調整役を担
う政策担当機構（ナショナル・マシナリー）
の強化を呼びかけた。それまでのジェンダー
平等政策が実効性に欠けた要因として、政府
内部の制度的バックアップが充分ではなか
ったことに着目し、実効性のあるジェンダー
平等政策を進めるためには、国家内部の制度
的措置を強化する必要性があったからであ
った。他方で、90 年代以降各国の女性運動も、
それまで遠ざかっていた国家との関係を見
直し、国家の政策決定過程により直接に関わ
る必要性を認識した。女性運動は、国家政策
への働きかけのチャンネルとしてジェンダ
ー主流化政策担当機構の設置・強化を積極的
に要請した。各国の政府は、国連の方針（ト
ップダウン）と下からの要請（ボトムアップ）
というダブルプレッシャーのなかで、北京会
議以降の 15 年間ナショナル・マシナリーの
強化を図ってきた。 
しかし、ナショナル・マシナリーは、その

国の政治状況によって多様な形態―例えば、
省、局、特別委員会、審議会、政党内部機構、
地方レベルの機構、オンブズマン等―を取り、
また、制度的権限や政策に及ぼす影響力も大
いに異なる。先行研究は、ジェンダー平等政
策を導くナショナル・マシナリーの役割を最
大化する条件として、制度的資源、政治的支
援、とりわけ女性運動との緊密な連携をあげ
ている。しかし、ナショナル・マシナリーを
取り巻く状況がそれら条件をすべて満たす
ことは難しく、それゆえ、多くの国のナショ
ナル・マシナリーは政治的影響を受けやすい
不安韓国のナショナル・マシナリーは 2000
年代以降「省」に格上げされ、さらに制度的
基盤が拡大・強化された点で特に注目に値す
る。伝統的ジェンダー規範が強いといわれる
韓国だが、北京会議以来、政治政党のクオー
ター制度や家族法改正に代表されるあらゆ
る制度改革を成し遂げた。定な立場に置かれ
ている。 
韓国のナショナル・マシナリーは 2000 年

代以降「省」に格上げされ、さらに制度的基
盤が拡大・強化された点で特に注目に値する。
伝統的ジェンダー規範が強いといわれる韓
国だが、北京会議以来、政治政党のクオータ
ー制度や家族法改正に代表されるあらゆる
制度改革を成し遂げた。ナショナル・マシナ
リーはこれらの成果にどのような役割を担
ってきたのか。女性運動とともにジェンダー
主流化を推し進めるもう一つの主体となり

うるナショナル・マシナリーの役割を実証的、
かつ理論的に解明する必要があった。 
 
２．研究の目的 
日本の「ジェンダー主流化」政策は過去約

10 年間、強い反発を受け低迷した。しかし、
ジェンダー規範がより強いと言われる韓国
では、2000 年以降ジェンダー平等に向けた
多くの制度改革が行われ、女性のエンパワー
メントに大いに貢献した。本研究では、韓国
のジェンダー主流化政策が著しい成果をも
たらした要因を、政治制度の特徴、特にジェ
ンダー主流化政策担当機構 (ナショナル・マ
シナリー) の役割に着目して解明することを
目的とした。具体的には、１）「省」の形を
取った韓国のナショナル・マシナリーの制度
的資源、２）女性議員や政権の進歩的理念の
ような同機構をめぐる政治的環境、３）女性
運動との関係を明らかにし、ジェンダー主流
化の取り組みにおける韓国型の政策担当機
構の有効性とその限界を理論的、かつ実証的
に解明することを目指した。 
ジェンダー主流化における韓国のナショ

ナル・マシナリーの有効性や限界を、下記の
３つの研究課題の追求によって解明した。 
１）韓国のナショナル・マシナリーはジェ

ンダー主流化を率いる充分な制度的資源を
有するのか？ 
ナショナル・マシナリーについての第一の

研究関心は、実際にその国の政策転換を導く
ための充分な資源を有しているのかという
点にあった。政策担当機構として必要な資源
は、大きく分けて制度的資源と政治的環境が
挙げられる。制度的資源は法的に定められた
権限であり、政府内部での位置、人的規模、
予算、管轄の範囲などがある。制度的資源が
必ずジェンダー主流化を促すとはいえない
が、制度的資源が足りないため、有効な政策
提言や施行が不可能になるケースは珍しく
ない。政府内部の「省」の形を取った場合、
制度的資源が安定的に確保できる可能性は
もっとも高い。特に、審議、調整の機能を超
え単独の予算を持って政策を施行する機能
を持ちうる。しかし、縦割りの障害を乗り越
え政策全般にジェンダー主流化を促すため
には、明確な権限や管轄がかえって壁になり
うる。ジェンダー主流化にむけた有効な取り
組みにあたって、「省」の形態を取った韓国
の「女性家族省」はどのような制度的資源を
持っているのか。その資源はジェンダー平等
政策を立案、調整、施行するための充分な資
源なのか。第一に、こうした点を解明しよう
とした。 
２）韓国のナショナル・マシナリーを取り

巻く政治的環境はどのようなものなのか？ 
制度的資源以外にナショナル・マシナリー



のケイパビリティーを決める重要な要因は
良好な政治的環境である。「ジェンダー主流
化」の方針は自明ではなく個々の国の政策に
よって具体化していくため、この概念の解釈
や理念は政治的環境に大いに影響される。特
に重要な政治的資源は、政権の性格と国家内
部のサポート勢力の存在である。例えば、左
派政権や女性議員の影響力が強いところで
は、よりフェミニスト的女性政策が進められ
ナショナル・マシナリーの強化につながる。
逆に、保守政権への政権交代は、女性関連政
策の保守化をもたらし、その担当機構にも負
の影響を与えうる。2000 年代に韓国でジェ
ンダー主流化政策を進めた政治的環境はど
のようなものだったのか。また、2007 年の
保守政権への政権交代は「女性家族省」にど
のような影響をもたらしたのか。それら政治
的環境を分析することによって、「女性家族
省」が保守勢力に耐え持続的なジェンダー主
流化を進行させるための政治的資源をもつ
のかを明らかにすることを目的とした。 

３）韓国のナショナル・マシナリーは多様
化する女性のニーズに充分に応えられるの
か？ 
ナショナル・マシナリーの成功におけるも

っとも重要な要因は女性運動との建設的な
連携である。ナショナル・マシナリーは女性
運動のパートナーとして、これまで周辺化さ
れていた女性のニーズが国家政策に公平に
反映されるよう尽力することを要求される。
その意味でジェンダー主流化は、女性の代表
性を向上させる効果を持ち国家を民主化す
る役割を果たす。しかし過去 15 年間、ナシ
ョナル・マシナリーが制度化していくととも
に、女性のニーズもさらに多様化し、ナショ
ナル・マシナリーに対するアクセスも均等で
はなくなってきた。移住と階層化が進むヨー
ロッパでは、ジェンダー主流化を強調しすぎ
る政策は人種、宗教、国籍等の複雑な差別の
問題に対応できないとの議論が活発になっ
ている。韓国もグローバル化に伴い女性のニ
ーズが多様化し、差別も複雑化してきた。そ
のような観点から、韓国の「女性家族省」は
女性運動とどのような関係を築いてきたの
か。多様化している女性のニーズに応えるこ
とができるのだろうか、このような側面を評
価することによってこれからの「女性家族
省」の有効性や限界を明らかにしようとした。 
 
３．研究の方法 
ジェンダー主流化政策の取り組みにおけ

る政策担当機構の有効性や限界を解明する
ためには、形式的制度分析のみならず、政策
担当機構をめぐる政治的力学を分析する方
法が必要である。本研究は、申請者の韓国語
能力や過去の研究から築いた韓国のネット

ワークを充分に活かし、政治的力学がもっと
も露わになる政権交代期の政策に焦点を当
て、１）政策決定におけるナショナル・マシ
ナリーの刊行資料及び国会や審議会の議事
録などの一次資料の収集・分析、２）元大臣、
女性家族省の官僚、関連国会委員会の議員、
また女性団体への多面的インタビュー調査
を実施し、３）韓国を始めとする海外専門家
と連携しながら、実証分析及びジェンダー主
流化政策担当機構の比較研究のための理論
構築をめざした。 
具体的には３年間にわたって以下で述べ

るような研究方法を用いて研究を遂行した。 
  
 ①時期選別：韓国のナショナル・マシナリ
ーは、2000 年代だけでも 2001 年「女性省」
に格上げされ、2005 年「女性家族省」に拡
大、2008 年「女性省」に縮小、2010 年 3 月
から再び「女性家族省」に拡大復活した。こ
のような頻繁な変化は、韓国の政権交代の影
響を表すもので、ナショナル・マシナリーが
比較的広い支持基盤を得たと思われる社会
でも政治的影響を受けやすいという先行研
究のファインディングと一致する（Sawer 
2007; Sauer 2007）。本研究は、韓国でナシ
ョナル・マシナリーをめぐる政治的力学がも
っとも露わになる政権交代直後という時期
を選別し、同機構の政策決定能力を分析した。 
 ②政策論争の選別：韓国の「女性家族省」
が権限を持つ主たる政策範疇は「女性政策」
と「家族政策」である。「女性」と「家族」
の組み合わせは、政策の理念によっては非常
に保守的な性格を持ちうる。しかし、保守的
家族規範が強いからこそ「家族政策」のジェ
ンダー主流化は社会の根本を変革させる重
要な動力にもなりうる。本研究はジェンダー
主流化の取り組みにおける「女性家族省」の
役割を考察するために、「家族政策」をめぐ
る政策論争を分析対象とした。また、政治分
野におけるジェンダー政策といえる「クオー
タ」制度の導入における役割も分析対象とし
た。 
 ③一次資料の収集・分析：政策決定過程に
おけるナショナル・マシナリーの役割の解明
は、幅広い一次資料の収集・分析を必要とす
る。ナショナル・マシナリーが行う特定の役
割は政策を立案する段階、政府内部の調整、
省庁間の調整、国会への上程、具体的な予算
の要求に至る複雑な政治過程の中で行われ
る。そのような過程を追いながら丁寧な分析
を行うために、「女性家族省」の刊行資料及
び国会や審議会の議事録などの幅広い一次
資料を細かく分析する手法が用いられた。 
 ④多角的インタビュー調査：ナショナル・
マシナリーをめぐる政治的力学や同機構の
政策決定過程における役割は、文書化された



データのみでは掴みにくい敏感な政治的側
面を含んでいる。そのためできる限り広く関
係者にインタビューを行うことが研究の質
を高める鍵になる。そのため、１）韓国の「女
性家族省」の政策担当官僚、２）国会の「女
性家族委員会」所属議員、また３）女性団体
の３つのグループに聞き取り調査を行った。 
 
４．研究成果 
 本研究は、韓国におけるジェンダー主流化
の取り組みやその政策執行機構として設置
されたナショナル・マシナリーの役割を分析
することを目的とした。韓国では 2000 年代
に「女性部（日本の省レベル）」が設置され、
その後「女性家族部」に発展した。しかし、
「女性部」は「部（省）」に格上げされたも
のの、予算、規模、人員のすべてにおいて極
めて小規模であり、政府の政策形成に発言力
も持たなかった。その後 2004 年に「女性家
族部」に拡大され保育関連の事業が移管され
た。これによって、ようやく、組織の規模や
役割が明確に位置つけられ、ジェンダー政策
の遂行のための制度的資源が確保されるよ
うになったのである。 
 しかし、政治的資源の側面では、基盤が弱
い部署として組織の安定性が確保されなか
った。女性家族部は、政権交代により李明博
政権が誕生し、保守的性格が強まると、政府
組織再編の対象となり、廃止の危機に追い込
まれた。女性運動の反発によって廃止が阻止
され大きく縮小されるに留まったが、これは
ナショナル・マシナリーがいかに政治的環境
に左右されやすいのかを端的に表した。さら
に、女性大統領を掲げた現朴大統領の下で女
性家族部は再び注目を浴び、過去最大の規模
に拡大された。女性の安全を公約に挙げたこ
とや、朴大統領の側近と言われる女性政治家
が大臣に就任したことによって、保守政権で
ありながら規模や予算が増大されたと思わ
れる。 
 しかしながら、韓国のナショナル・マシナ
リーは、ジェンダー主流化のナショナル・マ
シナリーの本来の役割であるべき国の政策
全般にジェンダー視点を盛り込むためには、
依然として権限や資源が十分に与えられて
いるとは言い難い。また、管轄の政策も少な
いため、さらなる政権の変化によって廃止や
縮小の対象になりかねない脆弱性を持って
いるとことが明らかになった。 
 さらに、政権の変化によって政策の優先順
位が変化しやすい、女性運動との繋がりも左
右されることが明確になった。 
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